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序文

5つの旗艦プログラムは、ILOの現地での活動資源の半数を優に超える
割合を占める開発協力活動の効果と効率性を向上させる上で、重要な役割
を果たします。2015年にILO事務局長の提案を受けて理事会によって承
認されたこれらの旗艦プログラムは、ディーセント・ワークの欠如や仕事
の世界の関連課題についての既存のイニシアチブを統合し、一層充実させ
るためのプログラムです。本書では、5つの旗艦プログラムと各プログラ
ムに課された役割について紹介し、ILOの戦略的政策枠組み、事業計画・
予算から持続可能な開発目標（SDGs）までの様々な開発枠組みにどのよ
うに対応しているのかについて説明しています。

旗艦プログラムでは、ILOの開発協力活動を政労使三者と関与する重要
手段であると捉えています。旗艦プログラムの進展は、政労使の三者が自
身の能力強化のために掲げている目標水準の達成につながります。旗艦プ
ログラムは、複数の事業計画・予算の成果目標の実現に寄与し、根拠に基
づいた政策を進める国際的なリーダーと現地での効果的な活動遂行を連動
させます。さらに、旗艦プログラムは、規模の拡大、様々な状況下におけ
る応用、一段と効果的、効率的かつ持続可能な形での資源活用の可能性を
秘めています。そうすることで、SDGsに沿った持続的な成果を生み出す
ことができるのです。

グローバルな課題が変化し続けていることを考えれば、ILOの開発協力活動は機動的であり続ける必要があります。拡大
する不平等、収束しない紛争や移民に加え、グローバル化、技術の進歩、気候変動などの主要な趨勢によって、仕事の未来
が形作られています。ILO旗艦プログラムの活動は、こうした課題に直面する中でディーセント・ワークの実現に必要な4
つの柱が重要であることを力強く提起しています。雇用創出、労働における基本的原則および権利、社会的保護へのアクセ
スおよび社会対話の役割、それらすべてがこの旗艦プログラムにおいて非常に重要な役割を担っているのです。

旗艦プログラムは、ILOの開発協力活動の小規模なプロジェクトと並行した取り組みです。小規模であってもそれらのプ
ロジェクトは、革新的なアプローチを試験的に実施し、新しい研究の流れを作り出し、個別の状況に応じた取り組みを実施
するなど、旗艦プログラムが担っている役割を補完する役目を果たします。ILOがディーセント・ワークの促進と実現への
取り組みにおける新たな100年を迎える中で、すべてのプロジェクトおよびプログラム間における相乗作用と連携が今まで
以上に重要になってきます。

デボラ・グリーンフィールド
ILO政策担当副事務局長
（ILOが扱う労働・雇用問題全般
に関する政策、研究、統計に関す
る活動を指揮）

ILOの改革に向けた計画では、ILOの開発協力活動の効率
性と効果を高めることが重要な課題です。
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はじめに

ILOが2014年に発行した「現地活動・構造・開発協
力レビュー」では、政労使三者に対する助言、サービス、
活動の提供に関する新たなモデルにより、国際労働事
務局が「One ILO（一つのILO）」として活動していく
ことが奨励されました。この新たなモデルは、ILOの
開発協力活動の構築と維持に向けたより戦略的なアプ
ローチの一部として、大規模で統合的なプログラムの
開発に重点をおいています。そして、その結果として
生まれたのが、旗艦プログラムです。

5 つの旗艦プログラム
ベターワーク（より良い仕事）計画

社会的保護の土台計画（SPF）

児童労働・強制労働撤廃国際計画（IPEC+）

平和と強靭性のための雇用促進計画（JPR）

�労働安全衛生・グローバル予防行動計画�  
（OSH-GAP）

これらのプログラムは、2015年10月にILO理事会に
よって承認されました。これらのプログラムが選ばれ
たのは、様々な基準の中でも特に、規模の拡大とプロ
グラムの反復が可能で、ILO構成員が示しているニーズ
を満たし、政労使三者の能力を高め、持続可能な成果
を生み出すことができるプログラムであったためです。

本書について

本書では、こうした5つの旗艦プログラムについて紹介
し、ILOだけでなく、持続可能な開発目標を含む国際社会の
戦略的政策枠組みや既存の構造に旗艦プログラムがどのよう
に対応しているのかについて説明しています。さらに、これ
らのプログラムが、仕事の未来イニシアチブのようなその他
のILOのイニシアチブの役割や、ILOが主導する一連のマル
チステークホルダー・イニシアチブをどのように促進してい
るのかについても説明しています。また、開発パートナーと
ILOの政労使三者がどのように関与できるのかについても紹
介しています。
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旗艦プログラムの概要

ベターワーク

より良い仕事計画

ILOと世界銀行グループの国際金融公社（IFC）との共
同事業であるベターワークは、政府、グローバルブランド、
工場所有者、労働組合、労働者など多様なグループが参加
し、衣料産業における労働条件の改善、そして企業競争力
の強化に取り組んでいます。現在7か国において、1500の
工場でベターワークを実施しており、雇用している労働者
は200万人を超えています。この計画では政策、意識、行
動などを変化させるための評価、研修、提言、研究を通して、
継続的かつプラスの変化を生み出しています。ベターワー
クでは、グローバルな衣料産業におけるディーセント・ワー
クの創出、女性の地位向上、企業競争力の強化、そして包
摂的な経済成長の促進によって、何百万もの人々を貧困か
ら脱出させることができると考えられます。

SPF

社会的保護の土台計画

社会的保護の土台計画（SPF）は、社会的保護制度が依
然として脆弱で未整備な状態の国々において、社会的保護
の土台（基盤）を実現させることを目指しています。社会
的保護の土台とは、すべての人々に保障されるべき基本的
な社会的保護のことを指します。国レベルにおいての基本
的な社会的保護には、生涯にわたる必要不可欠な保健医療
の提供、すべての子どもたちへの社会的保護の提供、労働
年齢にあるすべての人々を対象とする、失業、母性保護、
障害や労働災害を中心とした所得保障、すべての高齢者を
対象とした年金の支給が最低限でも含まれていなければな
りません。SPFでは政府、社会的パートナー、市民社会組織、
社会的保護制度担当当局、国連システムの力を結集させて、
協調的かつ総合的なSPFへの取り組みを実現します。こう
した取り組みには、社会的保護に関する現状の評価と、既
存の社会的保護制度の改正や新制度計画の策定だけでなく、
それらの実施を支援する提言などが含まれます。

IPEC+

児童労働・強制労働撤廃国際計画

IPEC+は、持続可能な開発目標ターゲット8.7に沿って、
2025年までに児童労働を、また2030年までに強制労働を
根絶させることを目指しています。このプログラムでは、
このような労働者の権利の侵害が特に深刻な3つの領域で

取り組みを進めます。(i)農村経済とインフォーマル経済、(ii)
企業とグローバルおよび国内サプライチェーン、そして(iii)
危機および脆弱な状況です。これらの各状況において、こ
のプログラムは(i) 公共政策およびガバナンス、 (ii)労働者お
よび労使団体の能力強化、(iii) 知識と情報の開発、 (iv) パー
トナーシップにおいて違いを生み出す効果があります。

JPR

平和と強靭性のための雇用促進計画

平和と強靭性のための雇用促進計画（JPR）では、紛争
被害を受けた国や災害の多い国における雇用創出、技能開
発、起業家育成に重点が置かれています。JPRは最終的に、
男女を問わず脆弱な若者に資することを目指しています。
若者はより良い未来の基盤となり、経済的および社会的な
包摂を通じて、社会・政治的な安定につながるだけでなく、
平和構築、国民和解、社会的結束、そして公共財の創出を
促進します。JPRは、雇用、持続可能な開発の進展、フォー
マル経済への移行につながる地域経済の回復を促進させる
ために人道的支援から開発支援への橋渡しとなります。そ
して、2017年の平和と強靭性のための雇用及び適切な仕事

（ディーセント・ワーク）勧告（第205号）に示された政策
指針に基づき実施されます。

OSH-GAP

労働安全衛生・グローバル予防行動計画

OSH-GAPでは、労災による死亡、負傷、疾病の発生件
数を減少させるため予防文化を育成することを目指してい
ます。そして安全で健康的に働くという基本的権利をすべ
ての労働者に実現するというILOの使命のために取り組ん
でいます。OSH-GAPでは、労働安全衛生の改善への高ま
る要求と、国および企業レベルでの労働安全衛生システム
の強化に向けた関連国際労働基準の活用を支援するための
政労使三者からの要請に直接的に応えます。このプログラ
ムでは、建設部門、農業部門など、国内とグローバルのサ
プライチェーンの中で労災による死亡、負傷、疾病の発生
率が高い部門、および負傷や疾病が最も発生しやすい状況
で働く労働者の安全衛生に重点が置かれています。
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成果目標
1

包摂的成長と
若年雇用見通しの
改善のための
より多くの
より良い雇用の

創出

成果目標
2

国際労働基準の
批准および適用

成果目標
3

社会的保護の
土台（基盤）の
構築および拡大

成果目標
4

持続可能な
企業の促進

成果目標
5

農村経済における
ディーセント・ワーク
（働きがいのある人間
らしい仕事）の創出

成果目標
6

インフォーマル経済の
フォーマル化

成果目標
7

グローバル・サプライチェーンを
含む職場における安全性と
コンプライアンス
（法令遵守）の促進

成果目標
8

容認できない形態の
労働からの労働者の保護

成果目標
9

公正かつ効果的な
国際労働力移動

成果目標
10

労使団体の
強化と向上

旗艦プログラムとILO の2018/2019 年度事業計画・
予算の成果目標の関連性
旗艦プログラムと2年単位の事業計
画・予算を含むILO戦略的枠組みとの
整合性は極めて重要です。整合性を取
ることで、ILOの戦略とその実行を直
接関連させることができるからです。

ベ ターワーク（より良い仕事）計画

社会的保護の土台計画（SPF）

児童労働・強制労働撤廃国際計画（IPEC+）

平和と強靭性のための雇用促進計画（JPR）

労働安全衛生・グローバル予防行動計画（OSH-GAP）

平和と強靭性のための雇用促進計画(JPR)は、
横断的な政策目標である持続可能な環境への適
切な移行も促進します。
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SPF

貧困をなくそう
すべての人に
健康と福祉を

ジェンダー平等
を実現しよう

働きがいも
経済成長も

産業と技術革新
の基盤をつくろう

ベターワーク

より良い仕事計画

衣料品工場は、貴重な雇用創出
源であり、労働者やその家族の生
計の改善に役立つ一方で、特にイ
ンフォーマル経済における劣悪な
労働条件は依然、対応が急がれる
課題でもあります。労働法を施行
する仕組みが脆弱な場合も多く、
労働者が自分たちの権利について
十分理解していない、またはそれ
らの権利を効果的に行使するスキ
ルがない可能性もあります。この
仕組みを変えていくために、共同
行動を促進するだけでなく、企業
目標を持続的な社会的・経済的開
発へと整合させ、衣料品製造国が
政策の強化と法令遵守への取り組
みを行えるようにしていきます。
それらの取り組みとともに、これ
からの仕事の世界に必要となる能
力とスキルを企業および労働者が
身につけられるようにしていくこ
とが一層重要になります。

旗艦プログラム
と仕事の未来と
の関連性

ILOの仕事の未来イニシアチ
ブ は、ILOの100周 年 を 特 徴
付ける取り組みで、1919年の
ILO創立当時とは全く異なる
労働環境においてディーセン
ト・ワークを実現させるため
に戦略的な行動重視の報告書
をまとめています。このイニ
シアチブでは、仕事の世界に
おける世界で最も喫緊の課題、
そして体系的なディーセント・
ワークの欠如に取り組みます。

SPF

社会的保護の土台計画

社会的保護は、人権の1つであり、経
済的・社会的開発の極めて重要な要素で
す。現在の経済や社会の混乱状況、不平
等の拡大、人々の生活における仕事の役
割の変化を考えると、今後の社会的保護
制度に対する要求はさらに高まっていく
と見込まれます。社会的保護の土台は、
すべての人々を対象とした最低限の所得
保障と必要不可欠な保健医療への効果的
なアクセスの確保の鍵であり、仕事の未
来を形作る上で重要な役割を果たします。
社会的保護の土台は、社会正義、人間の
尊厳およびディーセント・ワークの促進、
貧困の防止、不平等および脆弱性の低減、
強靭性の強化並びに社会的包摂の促進に
寄与します。旗艦プログラムの社会的保
護の土台計画では、各国が社会的保護の
土台を含む社会的保護制度を策定、実施
することを支援します。こうした支援で
は、現在と将来の要求に対応して、社会
的保護の給付とサービスを提供する上で
新規技術が生み出す機会を利用します。

旗艦プログラムと
持続可能な開発
目標の関連性

旗艦プログラムは、ディーセ
ント・ワーク・アジェンダを、
国連開発援助枠組み（UNDAF）
および国連持続可能な開発目
標に関する各国の枠組みへ組
み込むための重要な手段です。
また、旗艦プログラムによっ
て、より体系的に能力開発を
組み入れることが可能となり
ます。

ベターワーク
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IPEC+ JPR OSH-GAP

人や国の不平
等をなくそう

住み続けられる
まちづくりを

つくる責任
つかう責任

気候変動に
具体的な対策を

陸の豊かさも
守ろう

平和と公正を
すべての人に

パートナーシップ
で目標を達成し
よう

IPEC+

児童労働・強制労働撤廃国際計画

児童労働と強制労働の根絶は、
ディーセント・ワークの実現に不
可欠な要素です。子どもたちが成
長して社会の一員として貢献でき
るようにしていくためには、教育
と、学校からディーセント・ワー
クへの円滑な移行が極めて重要と
なります。就労年齢の若者がより
良い経済的・社会的機会へのアク
セスを確保し、彼ら自身が発展し
ていける道を追求できるようにす
る必要があります。この目標を達
成する重要性は、いくら強調して
もし過ぎることはありません。技
術的変化や人口動態上の傾向を考
慮した教育制度や訓練制度の向上
などを段階的に開発することで、
目標に向けて大幅に前進できま
す。そうすることで、労働者、企
業および経済に対して持続可能で
包摂的な恩恵をもたらすことがで
きるのです。

JPR

平和と強靭性のための雇用促進計画

脆弱性を抱える国は、構造的な経済
問題、脆弱な組織や、長年にわたる長
期失業の放置、長引く紛争、また適切
なインフラの欠如などから発生した労
働力過剰の状態を経験している場合が
多くあります。平和と強靭性のための
雇用促進計画では、脆弱性の根本原因
への取り組みに重点を置いています。
この取り組みでは、雇用および所得を
創出し、概して不十分な必要性の高い
インフラと公共サービスを再構築する
生産的な計画を通じ、国の機関の強靭
性と個人の能力の強化を進めます。脆
弱性につながる対立や紛争の発生原因
ともなり得る天然資源の保護と回復、
ならびに水および食糧の安全保障に寄
与します。このプログラムは、最も脆
弱である人々、特に若者などを含む、
すべての人が和平プロセスに確実に関
われるようにし、経済的・社会的・環
境的安定に貢献することを目指してい
ます。

OSH-GAP

労働安全衛生・グローバル予防行動計画

労働条件の改善と安全で健康的な労働環
境の促進は、将来のディーセント・ワーク
の確保に不可欠です。安全で健康的な仕事
と「予防文化」の確立は労働者と企業の双
方にとって重要です。持続可能な企業とな
れるかどうかは、安全で健康的かつ生産的
な労働力にかかっています。ここ数十年、
職場における危険とリスクを示す証拠は増
え続けていますが、これに対して、企業は
深刻な損害が発生した後に、仕事と職場の
改善に取り組んでいます。安全で健康的な
仕事を将来的に実現させるためには、労働
安全衛生を未来の仕事と職場の「設計図」
に組み入れること、そしてその設計図に影
響を及ぼす多様な関係者による取り組みが
必要です。仕事の世界における変化に対応
していくためには、安全衛生についての必
須情報や知識の開発と普及が必要となりま
す。そして、労働安全衛生を担当する当局、
機関や組織同士の協力関係、ネットワーク
および提携関係を支援して情報と知識を構
築することが、OSH-GAPの主要な目標です。
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ウズベキスタン

トルクメニスタン

アフガニスタン

インドパキスタン

スリランカ

ネパール

バングラデシュ

ミャンマー ベトナム

カンボジア

インドネシア

イエメン

キルギスタン

ウクライナ

パレスチナ自治区

レバノン

シエラレオネ

コートジボアール マラウイ

モザンビーク

アルゼンチン

ウルグアイ

ボリビア

パラグアイ

ペルー ブラジル

エクアドル

コロンビア

ホンジュラス

ニカラグア

エルサルバドル

ハイチ

グアテマラ

ザンビア

ケニア

マダガスカル

中央アフリカ

トーゴ

BETTER WORK

BETTER WORK

SPF

SPF

SPF

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+
IPEC+

IPEC+ IPEC+
OSH-GAP

OSH-GAP

OSH-GAP

OSH-GAP

JPR

JPR

JPR

JPR JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

IPEC+

OSH-GAP

SPF

IPEC+

SPF

SPF

SPF

SPF

IPEC+

SPF

IPEC+

IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

ラオス
SPF

タイ
IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

SPF

IPEC+

SPF

SPF

JPR

SPF

JPR

IPEC+

IPEC+

JPR

IPEC+

SPF

SPF

SPF

BETTER WORK

BETTER WORK

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

IPEC+

JPR

OSH-GAP

IPEC+

IPEC+

IPEC+

ギニア
JPR

シリア
IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

SPF

OSH-GAP

旗艦プログラムが実施されている国
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南スーダン

東ティモール

フィリピン

サモア

モンゴル

エチオピア

ソマリア

ウガンダ

サントメ・
プリンシペ

ナイジェリア

ニジェール

カメルーン

マリ

ガーナ

リベリア

カーボヴェルデ

セネガル

チュニジア

モーリタニア

トルコ

ヨルダン

イラク

ウズベキスタン

トルクメニスタン

アフガニスタン

インドパキスタン

スリランカ

ネパール

バングラデシュ

ミャンマー ベトナム

カンボジア

インドネシア

イエメン

キルギスタン

ウクライナ

パレスチナ自治区

レバノン

シエラレオネ

コートジボアール マラウイ

モザンビーク

アルゼンチン

ウルグアイ

ボリビア

パラグアイ

ペルー ブラジル

エクアドル

コロンビア

ホンジュラス

ニカラグア

エルサルバドル

ハイチ

グアテマラ

ザンビア

ケニア

マダガスカル

中央アフリカ

トーゴ

BETTER WORK

BETTER WORK

SPF

SPF

SPF

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+
IPEC+

IPEC+ IPEC+
OSH-GAP

OSH-GAP

OSH-GAP

OSH-GAP

JPR

JPR

JPR

JPR JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

JPR

IPEC+

OSH-GAP

SPF

IPEC+

SPF

SPF

SPF

SPF

IPEC+

SPF

IPEC+

IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

ラオス
SPF

タイ
IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

IPEC+

IPEC+

IPEC+

SPF

IPEC+

SPF

SPF

JPR

SPF

JPR

IPEC+

IPEC+

JPR

IPEC+

SPF

SPF

SPF

BETTER WORK

BETTER WORK

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

SPF

OSH-GAP

IPEC+

JPR

OSH-GAP

IPEC+

IPEC+

IPEC+

ギニア
JPR

シリア
IPEC+

BETTER WORK

IPEC+

SPF

OSH-GAP

アフリカ アラブ諸国 アジア
太平洋

欧州・
中央アジア

中南米・
カリブ

合計

ベターワーク 1 1 4 0 2 8
SPF 8 1 8 1 3 21
IPEC+ 11 3 8 4 6 32
JPR 9 3 6 1 2 21
OSH-GAP 2 0 6 0 3 11
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今後数年における 
旗艦プログラムの目標

旗艦プログラムでは、今後
数年間の活動についての指
針となる5か年の戦略計画
を策定しています。

ベターワーク

既存および新規のパートナーシップを活用して、ベターワーク
では以下の目標に取り組みます。

ベターワークの恩恵を
800万人の労働者とそ
の家族2100万人へ拡大

衣料品製造国の政策強
化を実現

SPF

SPFの2020年までの第1段階では、アフリカおよびアジア太平
洋地域の各8か国、中南米地域の3か国、中央アジアおよび中
東地域の各1か国の計21か国で活動を行います。2020 年まで
に以下の目標に取り組みます。

対象の21か国におけ
る、社会的保護の国家
戦略や実用的な実施計
画の策定

21か国の内14か国で、
社会的保護計画の策定
または改正、および関
連法の制定または改正

IPEC+

IPEC+では、公共政策およびガバナンスの改善、能力強化、知
識と情報、ならびに農村経済およびインフォーマル経済、企業
とグローバル・サプライチェーン、そして危機的状況および脆
弱な状況下にある国における共同事業に重点が置かれていま
す。2019年末までに、このプログラムを新たな5つの加盟国で
実施します。2020 年末までに、IPEC+ では以下の取り組みを
支援します。

児童労働条約の適用状
況に関する条約勧告適
用専門家委員会への好
意的なコメントの50%
増加

少なくとも10の加盟国
において、リスクのあ
るコミュニティに特に
重点を置いて、社会的
保護と教育を強化する
ためのジェンダーおよ
び子どもに配慮した政
策・法規制を制定

JPR

JPRでは、2018年から2022年まで、10か国を対象に、国レベ
ルでの多角的な政策アプローチの開発に取り組んでいきます。こ
れらのアプローチは、雇用集約型投資戦略、技能開発、持続可
能な中小企業の育成および起業家支援などの組み合わせで構成
され、特に若者と、危機的状況の中で特に脆弱な社会的グルー
プの人々を重点対象としています。
JPR では、国レベルでの以下の目標達成に向けて取り組みます。

特に若者（男女双方）
に対する、（後方および
前方連関を通した）直
接的および間接的な雇
用とディーセント・ワー
クの創出

持続可能な中小企業の
新規開発と、既存企業
の規模拡大

OSH-GAP

OSH-GAPでは、加盟国による労働安全衛生向上への取り組み
を支援し、労働安全衛生担当機関や組織による労働安全衛生の
知識の開発と普及を促進し、特に若年労働者と起業家の間で労
働安全衛生への意識が高まるように取り組みます。
OSH-GAP では、開発協力の担当組織とともに、以下の目標の
達成に取り組みます。

特に労災による負傷と
疾病の発生リスクが高
い分野、中小企業、労
働者に重点を置いた、
加盟国の労働安全衛生
能力の向上

特にグローバル・サプ
ライチェーンにおける
労災による死亡、負傷
と疾病に関する加盟国
の労働安全衛生知識の
向上

10
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目標実現の方法：
1．法令不遵守への有効な取り組みに基づいた事業慣行向上 2．�公的機関を強化し、グローバル・サプライチェーンにおけるディー

セント・ワークに関する信頼性の高いデータを政策立案者に提
供することによる、ディーセント・ワークのための環境強化

21か国の内7か国で、
社会的保護の土台の提
供制度など運用管理の
改善

これらの取り組みよって、社会的保護の対象範囲が拡大し（保護
を受けていなかった3000万人が新たに社会的保護の対象）、より
適した保護を受けられるようになり（保護が不足していた5000
万人の社会的保護の水準が向上）、社会的保護へのより良いアク
セスが実現します（1億3000万人のアクセスが改善）。

現地バリューチェーン
の開発と向上

職業技能訓練および起
業家研修プログラムを
通じた若者の雇用可能
性の向上

適切な技術と現地の経済
市場へのアクセス改善

社会対話メカニズムの強化

INTEROSHデータベー
スを通じた、労働安全
衛生担当機関や組織お
よび地域の労働安全衛
生ネットワークを連携、
関与させることによる、
労働安全衛生の知識と
解決策の開発と普及

若者リーダーのコミュ
ニティの構築、若者の
労働安全衛生に関する
世界的な行動計画の推
進、そして各国の労働
安全衛生の改善を促進
していく若年労働者と
起業家の能力強化を通
じた、労働安全衛生の
意識の強化

OSH-GAPでは、2020年までに以下を目指すプロジェクトを展開：
・12の加盟国で目標1と2の達成
・�グローバルな労働安全衛生連合の設立と、3つの地域または準地
域ネットワークの創設または運営改善を支援
・�カナダで開催される2020年労働安全衛生世界会議における第2
回若者会議を視野に入れ、労働安全衛生の若者リーダーの数と
能力の拡大
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旗艦プログラム 
によるマルチ
ステークホル
ダー・イニシア
チブ支援

ベターワークは、本
質的にマルチステークホル

ダーのイニシアチブです。この
プログラムは、ILOと国際金融
公社との共同事業であり、衣料
産業の、工場、バイヤー、労働
者といったすべてのレベルにおけ
る関係者が参加するものとなって

います。

ベターワークと、ビジョン・ゼロ
基金（グローバル・サプライチェー
ンの仕事に関わる事故や疾病の
発生予防に取り組むために設置）
およびグローバル・ディール（企
業が社会対話をビジネスモデル
へ組み入れるのを支援するため
に設置）にはテーマの重複が多
いことから、今後の活動におい

ては技術面での協力が進ん
でいくと考えられます。

SPF
SDG1.3のためのマ

ルチステークホルダー・パー
トナーシップは、社会的保護に
関して共通の立場を構築し、共

同計画を拡大していくために築か
れた様々なネットワークを集結さ

せます。

国連 SPFイニシアチブでは、国
連開発援助枠組み（UNDAF）、
社会的保護に関する地域毎の

テーマ別作業部会、国連の共同
政策基金のSPFウィンドウを通じ
た共同での資源動員と計画を通

じてOne UN（一つの国連）とし
ての活動を促進させます。

SPIAC-Bでは、ILO、世界銀行
などの国際機関と二国間援助国
の間での政策調整を促進させる
ほか、機関間共通の社会的保護
評価（ISPA）ツールを開発します。

SPF のためのグローバル・ビジ
ネス・ネットワークは、社会的
保護の拡大の促進と対象国の公
的社会的保護制度の実施支援に
向け、企業と使用者団体が関係

を構築する場となっています。

労働者ネットワークのための社
会的保護、自由および正義は、
労働者が社会的保護を受ける権
利を促進し、守るために労働者

団体を集結させます。

NGO のSPF のためのグローバ
ル連合には、インフォーマル経済
における労働者やその他の脆弱
なグループに社会的保護の土台
が与えられるよう支援する、80

の市民社会団体および労働組合
が加盟しています。

普遍的社会的保護のための
グローバル・パートナーシップ

（USP 2030）には、普遍的社
会的保護の実現を支援するため

に15の国際組織および開発
パートナーが加盟して

います。

ベターワーク
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IPEC+
Alliance 8.7（8.7

連合）は、持続可能な開発
のための2030アジェンダの目
標 8.7 に沿って国連加盟国が強

制労働・現代の奴隷・人身売買・
あらゆる形態の児童労働の根絶
に向けて早急に有効な対策を講
じることを支援するためのグロー
バル・パートナーシップです。8.7
連合は、IPEC+の目的と一致し

ています。

ILO の児童労働プラットフォーム
（CLP）は、150か国が加盟す
る国際使用者連盟および156か
国が加盟する国際労働組合総連

合が議長を務めている、サプライ
チェーンにおける児童労働撤廃
ための代表的な横断型イニシア

チブです。企業が主導する集まり
であり、バイヤー、工場所有者
およびサプライヤーが、強力な

政策と優良な事業慣行を組み入
れ、影響を評価し、労働者団体
やその他のステークホルダーとの
有意義な対話を行えるようにする
ために、具体的な解決策を提供
します。CLP は、8.7 連合に基づ
いた企業の関与に向けたILOの

取り組みの一環です。

強制労働・人身取引グローバル・
ビジネス・ネットワークは、使

用者・企業会員組織（EBMOs）、
多国籍企業、中小企業など幅広
いビジネスコミュニティをこうし
た課題の解決に巻き込んで、進
展を妨げる構造的な問題に対し

て幅広い対応を行うことで、
共同行動を形成してい

きます。

JPR
「脆弱な状況下の若

者」は、若者のための働
きがいのある人間らしい仕事

グローバル・イニシアチブにお
ける優先課題の1つであり、旗艦
プログラムである平和と強靭性の
ための雇用促進計画の目的と密
接に関係しています。この優先課
題に対する活動は、ILO、国連開
発計画（UNDP）および国連難
民高等弁務官事務所（UNHCR）
の緊密な連携の下に進められて

います。

社会的保護枠組みの下で開発さ
れた機関間の公共事業プログラ
ム評価ツールによって、2012 年
以降、国内と国際の開発パート
ナーが連携して、公共事業によ

る雇用創出を中心に人道支
援と開発援助の連結を

促進しています。

OSH-GAPでは、グ
ローバル・サプライチェー

ンにおける労働安全衛生の促
進、労働監督能力の向上および
労働災害保険制度の改善のため
の国レベルのプロジェクトの展開
に関して、ビジョン・ゼロ基金を

支援しています。

男女平等と差別禁止、社会対話、および持続可能な環境への適切
な移行は、ILOの事業計画・予算の4つの横断的政策目標の内の3
つを占めています。また特定の旗艦プログラムに直接は関連しな
いものの、ILOは以下の3つの関連するマルチステークホルダー・
イニシアチブの恩恵を受けています。
同一賃金国際連合（EPIC）、 
ビジネスと障害グローバル・ネットワーク、 
複数国連機関によるグリーン経済行動パートナーシップ。

OSH-GAP
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開発パートナー
の関与

直接および間接に、旗艦プロ
グラムの活動をすでに支援し
ているILO開発パートナーも
います。関与のための具体的
な入り口は数多くあります。
政労使三者からの支援ととも
に、ILOは開発パートナーに
働きかけ、旗艦プログラムの
枠組みの下、提携の拡大に取
り組んでいます。これにより、
ILOは政策の整合性を確保で
きるようになり、また国レベ
ルでの開発成果を生み出すた
めに資源を活用することが可
能になります。

開発パートナーが利用できる様々な関与方法

開発成果目標のための資金供給

テーマ別の二国間協力の優先事項とILO旗艦プログラムの目標の整合性に基づい
て、開発パートナーは、世界レベルあるいは特定の地域・国レベルにおいて、複数年
にわたる資金供給協定を通じて協力できます。この連携は、プロジェクト単位で行う
ことも、複数のパートナーとの協定を通じて行うことも可能です。大きな影響を与え
る手段として策定されたILOの旗艦プログラムでは、大規模な活動を通じて成果を出
し、規模の経済を通じてより効率的な能力構築を図っています。

人材支援と能力構築

開発パートナーが旗艦プログラムに各自のメンバーを派遣する支援機会もあります。
例えば、資金拠出するパートナーの若手専門家は、ジュニア・プロフェッショナル・
オフィサープログラムを通してILO本部や現地で開発協力プログラムの業務に取り組
むことで、実践経験を積むことができます。こうした方法は、政策および運用面での
専門性の構築、そしてILOとそのパートナーとの組織的なネットワーク構築につなが
る具体的な手段です。

官民パートナーシップ

官民パートナーシップは、民間部門がILOの旗艦プログラムと提携するための主要

参考
事例

ベターワーク

ベターワークとオーストラリア

オーストラリア政府は、アジア太平洋地
域におけるベターワーク計画の主要な開
発パートナーです。2017年、オーストラ
リア政府は、組織間の連携強化のために
職員1人をベターワーク計画の事業に6
か月間派遣しました。この協力期間中に、
オーストラリア政府とILOが共催したア
ジア太平洋における女性と仕事の未来地
域会議において、グローバルな衣料産業
における男女平等を促進するための大胆
な戦略である、ベターワーク5か年戦略
が正式に開始されました。今後も、ベター
ワーク計画では、オーストラリア政府や
その他の主要開発パートナーと緊密に連
携して、衣料産業における女性へのエン
パワーメント、セクシャルハラスメント
の防止、男女間賃金格差の縮小に向けて、
プログラムの効果を拡大させるためにこ
の戦略を実行していきます。

SPF

社会的保護の土台計画と国連社会的保護
の土台イニシアチブ

2017年10月以降、複数の開発パートナー
が国連の社会的保護の土台ウィンドウ

（http://un.social-protection.org）を通じ
てILOのこの旗艦プログラムを支援して
います。SPFウィンドウを通じて、開発
パートナーは、社会的保護に関する5つ
の主要SDG目標（SDG 1.3、3.8、5.4、8.5
および10.4）への取り組みと、拠出者主
導の現金給付プログラムから開発重視の
社会的保護制度へ移行させるための複数
機関による共同事業の取り組みを支援す
ることができます。さらに、各開発パー
トナーはSPFウィンドウを通じた資金拠
出によって、国連改革を支援しています。
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な入り口となります。社会的責任ある慣行は、生産性と競争力の向上、イノベーショ
ンの促進、新しい市場へのアクセスを可能にします。既存の協定を通じて、ILOでは
多国籍企業、中小企業、財団およびNGOと、知識面または資金協力による、様々な形
の連携を図ってきた経験があります。IPEC+とMarsの連携、OSH-GAPとディズニー
の連携など、すでに多くの民間部門の関係主体が旗艦プログラムを支援しています。

南南協力および三角協力（SSTC）

SSTCは、好事例の特定、調査および普及、社会的パートナー等の関係機関間での
相互の知識交換の促進、ならびに協定および覚書の締結を仲介するための重要戦略で
す。グローバル・サウスの開発パートナーは、様々な方法を通じて、ILOの旗艦プロ
グラムに関与することができます。例えば、視察研修の促進、（準）地域的なサウス
主導のイニシアチブへの支援、グローバル・サウスからの参加者を対象とした奨学金
と実習機会の提供や、共同研究プロジェクト、知識ネットワーク、職員交換などを含
めて想定される組織間の各種共同事業などが挙げられます。

特定の旗艦プログラムイニシアチブへの個別支援

開発パートナーは、旗艦プログラムの目標と合致した会議や訓練事業など特定のイ
ベントや活動への支援によって旗艦プログラムに関与することもできます。

IPEC+

児童労働・強制労働撤廃国際計画と欧州
連合

IPEC+では、様々な開発パートナーと協
力して、世界中の多様な部門における児
童労働・強制労働問題に取り組んでいま
す。このプログラムでは、2018年に綿花・
繊維・衣料産業のバリューチェーンにお
ける児童労働・強制労働問題に取り組む
ために欧州連合と提携しました。この4
か年プロジェクトは、国内法令および政
策の強化、そして地方自治体などの関係
機関が児童労働・強制労働に対する効果
的な対策を講じられるようにするための
能力構築を目指しており、ブルキナファ
ソ、マリおよびパキスタンで実施されて
います。また、このILOとEUの共同事
業は、最も裾野の広いサプライチェーン
を持つ産業の1つであり、労働者が女性
や子どもなど最も脆弱な立場である人々
の場合が多い綿花・繊維・衣料産業にお
いて、政策および実施の両面でディーセ
ント・ワーク実現の取り組みを強化して
いきます。

JPR

平和と強靭性のための雇用促進計画とス
イス連邦

スイス連邦は2018年2月に、同国の開
発アジェンダをILO旗艦プログラムであ
る平和と強靭性のための雇用促進計画の
活動と連携させました。この連携は、国
連の平和構築プログラムにおいて雇用を
強化し、雇用を主要課題と位置付けるこ
とを目指しています。また、紛争被害を
受けた国や災害の多い国の若者の雇用と
ディーセント・ワークの機会の創出に寄
与します。この新たな連携では、紛争防
止のほか、強靭性と持続的な平和の構築
に重点を置き、脆弱な状況下の脆弱な立
場に置かれた男女のための雇用戦略を促
進させるために現行の取り組みを支援し
ていきます。

OSH-GAP

労働安全衛生・グローバル予防行動計画
とディズニー

OSH-GAPでは、特に製造を行う国にお
ける労災による死亡、負傷、疾病の発生
件数を減少させるために民間部門の能
力を活用しています。その中で、ウォル
ト・ディズニー社は、若年労働者の安全
衛生を改善するため、また労働安全衛生
という重要な課題に関して若年労働者と
若年使用者の意見を反映するようにする
ためにインドネシア、ミャンマー、フィ
リピンおよびベトナムにおいてILOが取
り組んでいる活動の支援を行っていま
す。この連携では、若年労働者の安全衛
生と若者を対象とした労働安全コミュ
ニケーション・ツールキットに重点を
置いたグローバル・キャンペーンに寄
与しています。このプロジェクトは、ア
メリカ合衆国労働省が資金拠出している
safeyouth@workプロジェクトと連携し
ています。
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